
 

 

PRESS RELEASE 
報道関係者各位 

2020 年 10 ⽉８⽇ 
⼀般社団法⼈⽇本 CTO 協会 

 ⼀般社団法⼈⽇本 CTO 協会（本社︓東京都渋⾕区／代表理事︓松岡剛志、以下︓⽇本 CTO 協会）
は、2020 年 10 ⽉ 8 ⽇にデジタル庁の創設に向けた提⾔を発表いたしました。 
（⽇本 CTO 協会の提⾔詳細はこちら︓http://bit.ly/ctoa-digital-agency-proposal） 
 
■⽇本社会の本質的なDX実現に向けて 
 ⽇本は世界で最も少々⾼齢化が進み、深刻な⼈⼝減少や労働⼒不⾜といった課題を抱えています。
そのような状況で“⼈々の健康で⽂化的な暮らし”を継続していくには「コンピューターが働きやすい
社会」の実現が必要だと考えます。⾮⼈間的な業務をコンピューターに任せ、ヒトにしかできない本質
的なことに⼈間が集中できるよう変⾰を起こすのです。そのためには、業務効率向上を⽬的とするデジ
タル化（Digital Transformation︓デジタルトランスフォーメーション）はもちろん、コンピューター
をうまく働かせるソフトウェアエンジニアの開発者体験（Developer eXperience︓デベロッパーエク
スペリエンス）の向上が必須となります。この 2 つを合わせて⽇本 CTO 協会は「2 つの DX」と呼び、
切っても切り離せない⾞輪の両軸として重視しています。 
 また⽇本社会が本質的な DX を実現するためには、「組織構造および⽂化レベルで、⾼速な仮説検証
を実現できる能⼒」を⾏政組織が⾃ら獲得すべきだと考えます。そのためには、経営と技術の両⾯を
理解する CTO（Chief Technology Officer）の存在が不可⽋であり、500名以上の CTO が在籍する
⽇本 CTO 協会は、企業の壁を超えて集約してきた知⾒・経験を活かして、デジタル庁の創設や本質的な
DX の実現に向けた⼀助となればと考えております。 
 
■⾏政組織が⾃ら IT システム・サービスを作り続けるために重要と思われる５項⽬の提⾔ 
 これまで⽇本の⾏政機関においては、IT は「調達するもの」であり「⾃分たちでコントロールする
もの」「改善を続けるもの」「共に創るもの」とは考えられていなかったと思います。しかし⽇本社会
の本質的な DX 実現、更には国⺠の幸福を追求するにあたっては、⾏政組織が⾃ら「継続的に価値を
作り続けていく」対象として IT システムやサービスを捉え、抜本的に認識を変えていく必要があると
考えます。それにあたり、重要と思われる下記の５項⽬を提⾔として発表させていただきます。 
 
1. ソフトウェアコントローラビリティの獲得 
2. ソフトウェアファーストな法整備 
3. Nation as a Service（サービスとしての国家） 
4. データ駆動と KPI 
5. 失敗を許容する⽂化と透明性 
※各項⽬の詳細は、⽇本 CTO 協会のホームページに掲載された提⾔のページをご参照ください。 
（⽇本 CTO 協会の提⾔詳細はこちら︓http://bit.ly/ctoa-digital-agency-proposal） 
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■⼀般社団法⼈⽇本 CTO 協会について 
 ⽇本 CTO 協会は、⽇本を世界最⾼⽔準の技術⼒国家にすることを⽬標として、2019年９⽉に設⽴し
ました。主な活動は「DX企業の基準作成」「コミュニティ運営」「調査・レポート」「政策提⾔」で
す。 
・代表理事︓松岡剛志 
・設⽴︓2019年９⽉２⽇ 
・本社︓東京都渋⾕区道⽞坂 1-16-6 ⼆葉ビル 10F-B 
・URL︓https://cto-a.org/ 
・理事メンバー 
＜代表理事＞ 

  ・株式会社レクター 代表取締役 松岡剛志 
＜理事＞（社名50⾳順） 

  ・合同会社 DMM.com CTO 松本勇気 
  ・GMO ペパボ株式会社 取締役 CTO 栗林健太郎 
  ・株式会社 VOYAGE GROUP 取締役 CTO ⼩賀昌法 
  ・カーディナル合同会社 代表社員 安武弘晃 
  ・グリー株式会社 取締役上級執⾏役員 CTO 藤本真樹 
  ・株式会社クレディセゾン 常務執⾏役員 CTO ⼩野和俊 
  ・Ｚホールディングス株式会社 常務執⾏役員 GCTO 藤⾨千明 
  ・ビジョナル株式会社 取締役 CTO ⽵内真 
  ・株式会社メルカリ 執⾏役員 CTO 名村卓 
  ・株式会社レクター 取締役 広⽊⼤地 
 


